
郵政民営化に関する意見募集の実施結果 【暫定版】 

 

寄せられた意見の数 （◎は主な意見、○はその他の意見。以下同じ） 
 

  個人 1,091 件 、団体 28 件 、合計 1,119 件 

（エリアごとの内訳）　※「不明」は住所未記入のもの

北海道 東北 関東 東京 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 不明 計

51 202 183 135 68 14 198 49 79 23 114 3 1119  
 

意見の傾向と主な意見（要旨）  

 

１、これまでの郵政民営化に対する評価 

◎ 民営化により不便になった。特に分社化による弊害が大きい。 

○ 民営化前と変わらない。 

 

（具体的意見（抄）） 

・ 安心・安全・利便性という信頼感がなくなり、中途半端な民間企業になった。会社が

違うという言い訳が多いので、細かく分け過ぎた。民営化は拙速だった。このままで

は失敗と言える。 

・ サービス現場での質の低下がある。例えば、ふるさと小包の代金をゆうちょ銀行の窓

口で払込みをしようとすると「会社が違うから郵便局会社に行け」とか、予約した年

賀ハガキを郵便局会社の窓口に受取りに行くと「郵便会社の窓口へ行け」といったこ

とがある。 郵便・貯金・保険の三事業一体で運営していたころのほうが良い。 

・ 郵便局会社（旧集配郵便局）の時間外窓口がなくなり、小包や書留の引受時間が以前

と比べて短くなった。特に土日、祝日は郵便事業会社の支店しか引受をせず、近くの

郵便局（旧集配郵便局）で差出できたものが、郵便事業会社の支店まで行かなくては

ならなくなった。また、不在郵便物等窓口交付は原則できず、再配達を基本としたた

め、差出と同様の状況になった。 

・ 当初心配していた不安が、民営化により現実のものとなった。単一業務従事のため外

務員による他の事業への取扱いが出来なくなり不便になった。 

・ 分社化のためか、以前は弔電(レタックス)と一緒に香典を為替で送ることが出来たの

に、民営化後は現金書留で送金しなければならず不便になった。為替の料金もものす

ごく高くなった。 

・ サービスが良くなったとも感じない、悪くなったとも思わない、以前と変わっていな

いと感じる。窓口で待ち時間が増えた理由は、少人数しかいない郵便局に対して銀行

並みの手続きを導入したことにより、待ち時間が増えたことによるものであり、民営

化とは関係ない。 

・ 民営化については大賛成。内容については、まだ何ともいえない。 

 

資料３－２

 

 



２、今後の郵政民営化への期待 

◎ 民営化は止むを得ないとしてもせめて三事業一体的な経営とするよう期待。 

◎ 民営化前の形態に戻すべき。 

◎ 金融二社について、株式処分を慎重に行うよう期待。 

 

（具体的意見（抄）） 

・ 民営化になってしまって今､元のように国営にすることは無理かも知れないが、三事

業一体で仕事ができるようにすること｡郵便､貯金､保険の仕事を社員が協調して仕事

ができる体制にすることが大事だ｡ 

・ 三事業一体経営が良いが、仮に分社化を維持するならば、せめて郵便事業会社と郵便

局会社は合併し、郵便局は貯金又は保険会社の業務の委託を受けた郵便事業会社の店

舗として運営するようにする。その上で、郵便局は窓口でのコンビニもよいが、地域

社会の安心安全に積極的に貢献できるサービスの拡大に努めるべきと考える。 

・ 国営のころの安心感を継承しつつ、民間企業の柔軟さを取り入れ、時代を先導できる

ような企業になるように期待する。 

・ できれば元の状態に戻して欲しい。国営の公社の制度に戻されることを願う。 

・ 分社化には矛盾がある。規模が大きいのであれば、ＪＲのように地域ごとに分社化す

べきである。 

・ ゆうちょ銀行やかんぽ生命保険の株式をすべて売却するということですが、外国の資

本に買い取られてしまうことになりませんか？不安です。郵政事業は、国民の財産だ

と思う。株式の保有問題については見直してもらいたい。 

・ 金融二社（ゆうちょ銀行、かんぽ生命）の政府保有株を完全売却した場合、将来に渡

り、郵便局会社に業務委託する保障は全くなく、経営基盤そのものを失う可能性もあ

る。大きな不安要素である。 

 

 

３、その他 

 

（具体的意見（抄） 

・ ｢国民のための郵便局｣が私の主張である｡民営化されたといえ､郵便局のネットワー

クは国民のものであり､便利な郵便局が廃局になることは問題｡ 

・ 旧普通郵便局において外観はサイン等に変化が見られるが、建物の中に入ると郵便局

会社の窓口と郵便事業会社のゆうゆう窓口が並んでいる。利用頻度の少ない消費者に

は非常に分かりづらい。旧普通郵便局に限っては、郵便窓口の営業は郵便事業会社で

出来るのではないか。 

・ 信書便の集荷・配達を民間に開放する事。 

・ 郵政民営化論議が政局になってはいけない｡将来の事業展望をしっかりふまえ､郵政

民営化委員会の英知でいい結論を見出すことを期待する｡ 


